
・ 2021年、台湾の半導体製造企業TSMCが熊本県に進出、ソニーセミコンダクタソリューションズ㈱
及び㈱デンソーとともに子会社Japan Advanced Semiconductor Manufacturing㈱ (JASM)
を設立し、第１工場の建設を進めています。

・ JASMは、第２工場についても熊本県内での立地を計画しています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－１ 熊本県の事例①（JASMについて）

建設地 熊本県菊陽町第２原水工業団地（約21万㎡）

総投資額 約9,800億円（建屋2,000億円、製造装置7,800億円）

操業 2024年操業開始予定（着工：2021年８月）

生産品目
イメージセンサー（スマートフォン・監視カメラ等）
車載用LSI（自動制御運転システム等）

生産能力 月産5万5,000枚（300ミリメートルウエハ換算）

出典）公益財団法人地方経済総合研究所

「半導体関連企業の進出と地域経済～過去から学ぶTSMC進出への備え」

Ⅱ 資料編
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JASM第１工場の概要



・ 熊本県では､合志市･菊陽町を中心に半導体関連産業が集積し､地元企業を含めたサプライチェー
ンが構成されています。県によれば、以下の優位性が誘致に有効であったとされています。
① 熊本県がシリコンアイランド九州の中心に位置
② 半導体製造に欠かせない水資源が豊富
③ 県内の大学、高専などに理工系が多く、理系人材に強い
④ 時代を先取りし、半導体にターゲットを絞るなど県の戦略的企業誘致が奏功
⑤ 半導体関連の資源調達、技術共有など産業インフラの有効活用
⑥ 半導体関連メーカーとの受注取引で技術力を磨き上げてきた県内協力企業群（約200社）

２ 世界の先進地の取組状況
２－１ 熊本県の事例②（熊本県の立地優位性）

Ⅱ 資料編
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熊本県合志市・菊陽町における企業立地状況*

出典）道調査*熊本県企業誘致連絡協議会、熊本産業集積マップ、各社公表資料をもとに作成。



・ 半導体関連産業の集積が進んだ合志市や菊陽町では、企業の進出とともに、社会インフラや生活
インフラが整備され、人口や雇用の増加、商業集積が進みました。

２ 世界の先進地の取組状況
２－１ 熊本県の事例③（人口推移と地域産業の動向）

Ⅱ 資料編
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熊本県・合志市・菊陽町における人口推移・地域産業の動向*

出典）道調査
*熊本県、合志市、菊陽町の統計をもとに作成。



・ 熊本県では、2003年に半導体の生産のみならず、産学官による有機的な連携体制を構築する
ことで、最先端の研究開発を行う「熊本県セミコンダクタ・フォレスト構想」を策定し、「研究開発」を
中心に「人材育成」、「大学の活性化」、「戦略的企業誘致」、「新産業創出支援」に取り組んだ結
果、大手半導体関連企業の誘致につながりました。

２ 世界の先進地の取組状況
２－１ 熊本県の事例④（熊本県セミコンダクタ・フォレスト構想）

Ⅱ 資料編
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熊本県セミコンダクタ・フォレスト構想*

出典）道調査
*熊本県企業誘致連絡協議会「熊本県の企業誘致にかけた情熱の軌跡」、熊本県「構造改革特別区域計画」をもとに作成。
*1 Technology Licensing Organization(技術移転機関)の略称。大学の研究者の研究成果を特許化し、企業へ技術移転する法人。



２ 世界の先進地の取組状況
２－１ 熊本県の事例⑤（企業の進出理由）

・ 進出企業は、行政による協力・支援や熱心な誘致が進出理由の一つになったと評価しています。

Ⅱ 資料編
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*1 一般社団法人電子情報技術産業協会(JEITA) 「IT・エレクトロニクス×地域活性化百選」(2014年11月発行) *2 「産業立地」熊本県の企業誘致施策－半導体産業
の集積と企業誘致活動－(2005年) *3 企業立地ガイド熊本 *4 「産業立地」富士フイルムの熊本進出－企業の立地戦略①－(2006年) をもとに作成。

熊本県への進出理由



・ 熊本県は、熊本県企業立地促進費補助金の中で、半導体関連を含む５業種を重要分野に位置
づけ、県外企業に対する大規模な補助施策によって、企業誘致を推進しています。立地企業は、「政
府や自治体の支援や補助金が決め手になった」と評価しています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－１ 熊本県の事例⑥（熊本県の補助制度）

Ⅱ 資料編
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熊本県の補助制度等

出典）道調査

*1 くまもと半導体産業推進ビジョンをもとに作成。*2 熊本県企業立地課ウェブサイト、パンフレット及びヒアリングをもとに作成。
*3 NEDO「特定半導体基金事業 2023年度実施方針」、経済産業省「認定特定半導体生産施設整備等計画(2023年3月時点)」をもとに作成。 *4 NHK熊本WEB特集クマガジン *5 熊本日日新聞



・ 2023年４月、熊本大学と熊本県が中心となり、「くまもと3D連携コンソーシアム」を設立し、半導
体関連の研究開発ニーズの把握や県内の半導体関連企業とユーザー企業とのマッチングに取り組
むとともに、地場中小企業を中心とした産学連携による研究開発や新産業の創出を支援するため、
コンソーシアムメンバーの共同研究プロジェクトに対し助成を実施しています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－１ 熊本県の事例⑦（くまもと３D連携コンソーシアム）

Ⅱ 資料編
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くまもと3D連携コンソーシアム*

出典）道調査

*熊本県産業支援課ウェブサイト及びヒアリングをもとに作成。



・ 台湾では、新竹サイエンスパークにTSMC、UMCなど半導体関連企業が数百社立地し、その周辺
に「国立」大学や研究機関が多数立地しています。新竹サイエンスパークでは、企業立地に対する公
的支援が充実しており、造成済みの土地の提供をはじめ、立地後に初めて利益が計上されてから５
年間にわたり法人税の免除が実施されています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－２ 台湾の事例①（新竹サイエンスパークの概要）

Ⅱ 資料編
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新竹サイエンスパークの概要*

出典）道調査

*「Hsinchu Science Park 2022 Sustainability Report(2023年)」、「情報社会の社会学的研究：高瑞坤著(2000年)」、「東アジアにおけるハイテク産業開発:青山修二著(1999年)」、
「The cradle of Taiwan high technology industry development:WH Lee著(2000年)」、新竹科学園マップをもとに作成。 *1 新竹エリアのみ。



・ 新竹サイエンスパークでは、半導体関連企業と「国立」研究所が密接に連携することによって、大学
以上の理系人材に対する教育プログラムを実施しているほか、他国の国立研究機関と連携し、半導
体製造の新技術を開発するなど、技術者の育成や確保に取り組んでいます。

２ 世界の先進地の取組状況
２－２ 台湾の事例②（教育プログラムの実施）

Ⅱ 資料編
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新竹サイエンスパークにおける教育プログラム*

出典）道調査

*TSRI、JST、AISTウェブサイト、NARlabs「Technical Services Handbook(2023年)」をもとに作成(1USD=150円)。



*「Hsinchu Science Park 2022 Sustainability Report(2023年)」、新竹科学園マップ、「国立」新竹科学園区実験高級中学ウェブサイトをもとに作成。

２ 世界の先進地の取組状況
２－２ 台湾の事例③（人材の受入環境の整備）

・ 新竹サイエンスパークでは、子どもを対象とした幼小中高一貫のインターナショナルスクールや運動施
設を整備し、海外から誘致した人材の定着を図っています。

Ⅱ 資料編
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新竹サイエンスパークにおける人材の受入環境の整備状況*

出典）道調査



・ ドイツでは、ドレスデン北部に電気自動車や電車などで使用されるパワー半導体の関連企業をはじ
め、500社以上のマイクロエレクトロニクス関連企業や、応用研究所であるフラウンフォーファー研究機
構、ドレスデン工科大学が立地し、複合拠点を形成、欧州の全半導体の約1/3を生産しています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－３ ドイツの事例①（ドレスデン・シリコンサクソニーの概要）

Ⅱ 資料編
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出典）道調査

ドレスデン・シリコンサクソニーの概要*

*Saxony Economic Development Corporationウェブサイトおよび公開資料をもとに作成。



*Infineon Technologiesウェブサイト及びプレス写真、Volkswagenウェブサイトをもとに作成。

・ 半導体メーカーのInfineonは、近隣に立地する電気自動車メーカーのフォルクスワーゲン社の戦略
的サプライヤーネットワークにパートナーとして参画し、電気駆動システムの開発に必要な半導体製品
の優先提供を進めるなど、地域のユーザー企業と連携した取組を進めています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－３ ドイツの事例②（地域のユーザー企業との連携）

Ⅱ 資料編
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ドレスデンにおける地域の企業間連携*

出典）道調査



・ ベルギーには、世界的な半導体関連企業やハイテク産業を牽引する企業は立地していませんが、世
界的な研究機関であるimecが立地しており、imecが立地するルーヴェンとその周辺は、様々な研究
活動、特に先進的な科学技術の研究機関が集中して立地しています。

・ これらの研究機関が世界中の著名な企業と共同研究プロジェクトを展開し、国内の限られたポテ
ンシャルを相互利用することで、外部の力を誘致し、活用するシステムを構築しています。

・ imecは、ユニークな研究開発プログラムを提供しており、プログラムに参画するパートナー企業同士が
コストやリスク、知的財産を共有する仕組を構築しています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－４ ベルギーの事例①（imecの概要）

① パートナー企業（時には20社以上）との共同研究プロジェクトを行う場合には、そのプロジェクトに必要なimec
が所有するノウハウや特許などの知的財産権をプロジェクトに提供、この知的財産をパートナー企業が共同利用し
ながら研究（パートナー企業内で役割分担及びimecの研究スタッフも参画）し、その結果として知的財産を増加
させていく。

② パートナー企業は、各自の役割分担内のコストを負担することで、imecから提供される知的財産及び他のパー
トナー企業の研究によって得られた知的財産についても、プロジェクトの範囲内であればアクセスが可能となる。

Ⅱ 資料編
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研究開発プログラムにおける企業の利点



*imecウェブサイト及び「Sustainability report2020(2021年)｣、日経XTECHウェブサイト、Flemish Government Department ｢SCIENCE,TECHNOLOGY & INNOVATION
(2022年)」 をもとに作成(1EUR=158円)。 *1 業界関係者へのヒアリングよる。

・ imecでは、半導体に関連する最先端の共同研究開発プログラムを半導体関連企業に提案し、
研究開発のスピード向上やコスト削減につなげるとともに、半導体関連企業が人材と資金を拠出し、
imecの研究員とともに研究開発を行うことによって、最先端の技術や研究マネジメントの習得につなげ
ています。

・ imecの研究員自身にとっても欧州企業とのネットワークの構築や欧州域内の企業や他大学等へ
の就職といったキャリアパスが実現されるなど、研究開発を通じて人材育成を実施するシステムを構築
しています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－４ ベルギーの事例②（imecの研究開発プログラム）

Ⅱ 資料編
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imecの研究開発プログラム*



*imecウェブサイト及びプレスリリース、JSR｢JSRの成長戦略(2022年)｣Easicsウェブサイト、Soitec ｢INVESTOR CONFERENCE SMART DEVICES(2023年)｣をもとに作成。
*1 2023年10月時点

・ imecでは、研究成果を活用したベンチャー企業の創出支援にも取り組んでおり、2023年10月現
在、138社のベンチャー企業が輩出されています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－４ ベルギーの事例③（imecのベンチャー支援プログラム）

Ⅱ 資料編
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imecのベンチャー支援プログラム*

出典）道調査



出典）道調査
*NY CREATESウェブサイト、公表資料をもとに作成。

・ 米国オールバニのNY州立大学のキャンパス内に設立された非営利団体のNY CREATESでは、約
40件の企業や大学と提携し、次世代半導体やAIシステムに関する共同研究や開発を行っています。

・ 最先端のウエハ生産に関する試作・評価設備を有しており、自社で十分な設備を有していない企業
にとってNY CREATESと連携する動機になっています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－５ 米国の事例①（NY CREATESの概要）

Ⅱ 資料編
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NY CREATESの概要*



*1 NY CREATESウェブサイト、公表資料をもとに作成。 *2 一般財団法人武田計測先端知財団(第4章オルバニーナノテク2008)平山教授インタビューより作成。
*3 New York’s Nanotechnology Model(The National Academies Press出版) *4 1USD=150円

・ NY CREATESの設立に当たっては、NY州が主導して研究開発拠点と半導体関連産業の集積に
向けた計画を策定し、運営費も含めた資金援助を実施しています。

・ IBMなどの米国を代表する企業が中核的な研究拠点を立地したことで、東京エレクトロン㈱や
Applied MaterialsをはじめとするIBMの提携企業が研究所や工場を設立し、研究開発機能や半
導体関連産業の集積が進みました。

２ 世界の先進地の取組状況
２－５ 米国の事例②（NY CREATESにおける企業集積の取組）

Ⅱ 資料編
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NY CREATESにおける企業集積の歴史

出典）道調査



*NY CREATESウェブサイト、公表資料をもとに作成。

・ NY CREATESは、半導体関連企業向けにウエハの試作・評価設備やオフィスの賃貸を行っており、
収益の７割はこれらの賃借料で占められており、残りは政府予算や寄付などで賄われています。

２ 世界の先進地の取組状況
２－５ 米国の事例③（NY CREATESのビジネスモデル）

Ⅱ 資料編
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NY CREATESのビジネスモデル*

出典）道調査


